




2018年3⽉期第1四半期決算につきましてご説明いたします。

第1四半期は、4⽉に公表した「リコー再起動」で⽰した取り組みを着実に進めました。

「マーケットシェア追求」「MIF拡⼤」「フルラインナップ」「直売・直サービス」「ものづくり⾃前主義」という
従来のリコーの原則について、市場の成⻑が拡⼤している時は良かったが、
事業が成熟してくる中で、⾮効率や不採算の要因となっていました。
これらの原則を⾒直すべく、第1四半期から「リコー再起動」として
“規模の拡⼤から利益重視へ”、“戦略転換に伴う体制の最適化”の変⾰に取り組んでいます。

この第1四半期は、
「利益重視」については、売価適正化や不採算MIFの⾒直しを実施し、
収益性の改善が進み始めました。
「体制の最適化」については、北⽶の販売体制の構造改⾰を進めました。



2018年3⽉期第1四半期の連結売上⾼は4,925億円と前年⽐+1％の増収となりました。
オフィスプリンティングは減収となったものの、成⻑領域であるオフィスサービス、商⽤印刷、産業印刷な
どが増収となりました。

営業利益は、189億円と前年同期⽐+74％の増益となりました。
オフィスプリンティング事業が、売価適正化や不採算MIF削減実施などの効果により、
増益となったことに加え、構造改⾰の展開とその効果の取り込みが予定通り進みました。

営業増益を受けて、当期利益も107億円と前年同期⽐+126％の増益となりました。

研究開発投資や設備投資は、成⻑分野に重点化するなどメリハリをつけながら実施した結果として、
前年同期から減少となりました。



第1四半期連結営業利益は189億円と、前年同期⽐+80億円、+74％の増益となりました。
前年の108億円にはインド関連費⽤39億円の特殊要因が含まれており、
この特殊要因による増益分を除いても前年同期⽐増益となりました。

「販売・MIX」は、前年同期⽐フラットとなり、
第1四半期ではこれまで続いていた減益傾向に⻭⽌めをかけることができました。

「製品原価低減」「研究開発費」「その他経費」は期初⾒通しに沿って推移しました。

「構造改⾰効果」は前年度施策の効果に加えて、
第1四半期に実施した施策による効果として130億円となりました。

「構造改⾰費⽤」は62億円を計上しました。

為替は、前年同期⽐では減益要因となり、
結果として、第1四半期連結営業利益は189億円となりました。

期初計画に対しては、上振れて着地しました。
「販売・MIX」で収益改善が進んだことと、「為替」が想定レートよりも円安で推移したことによります。



この第1四半期から、4⽉に公表した「リコー再起動」で再定義した各事業領域に基づく開⽰セグメント
に変更しました。
開⽰セグメントは、
「オフィスプリンティング」「オフィスサービス」
「商⽤印刷」「産業印刷」「サーマル」「その他」の
6区分で収益の開⽰を⾏います。



4⽉に公表した「リコー再起動」では、成⻑領域として、
「オフィス顧客への提供価値拡⼤」と「プリンティング技術の可能性を拡げる」
をお⽰ししています。

縦軸は、既存のオフィスのお客様に新たな提供価値を拡⼤していくもので
オフィスプリンティングとオフィスサービスが含まれます。

横軸は、オフィスで培った強みであるプリンティング技術を
新たな事業領域へ拡⼤していくもので
商⽤印刷、産業印刷、サーマルが含まれます。



オフィス領域についてですが、オフィスプリンティングは為替影響を除いても減収となりました。
MFP全体としては台数は増加しておりますが、 価格帯の低いA4機の割合が多いため、
ミックスの変化の影響などにより減収となっています。
しかし、不採算商談の⾒直しや粗利確保の為の売価維持等により、利益を確保しています。

オフィスプリンティングの売上⾼は2,846億円となりました。
また、構造改⾰によって効率的なオペレーションが実施できるようになったため、
営業利益は増加し、利益率は改善しております。

オフィスサービスの売上⾼は984億円となりました。
コミュニケーションサービス等の各製品・サービスが拡⼤したことにより、増収となっています。
尚、お客様への価値提供を拡⼤するために、新たなサービス等の開発費を増やしています。

オフィス領域では収益性改善が進んでいると⾔えます。



プリンティング領域についてですが、
プロセスのデジタル化によってプリントボリュームが増加すると考えています。

コマーシャルプリンティングの売上⾼は456億円となりました。
営業利益は71億円となりました。カットシートカラー機のノンハード増収などが利益に貢献しています。

インダストリアルプリンティングの売上⾼は43億円となりました。
インクジェットヘッドの販売が拡⼤し、増収となっています。
営業利益の⾚字は、事業拡⼤のための開発投資などによるものです。
産業⽤インクジェットは⽤途拡⼤が進んでおり、積極的に投資を⾏いながら事業を拡⼤しています。

サーマルの売上⾼は145億円となりました。
Eコマースの伸⻑などによってサーマルメディアの需要が増えることから、
今後の伸びが期待できる分野となっています。

プリンティング領域では着実に事業が伸⻑しています。



その他は、光学技術を活かしたステレオカメラ等の製品を提供している
「産業プロダクツ」を中⼼に売上が拡⼤しています。

SmartVisionでは、
全天球カメラTHETAを中⼼に画像技術を活かして事業を拡⼤していきたいと考えています。
尚、THETAは好調ですが、他デジタルカメラ製品の売上減少の影響により減収となっています。

営業利益については、
カメラ事業の売上減少と産業プロダクツ分野での開発投資増加により、
減益となりました。



総資産は215億円の増加となりましたが、為替換算影響を除くと、
実質的には減少となっています。

営業債権は、前年度期末の販売拡⼤により増加し、
その回収が1Qで進んだことから減少しました。季節要因による動きとなります。

その他の項⽬で⼤きな動きはありません。



フリーキャッシュフローは67億円の収⼊となりました。

ファイナンス事業を除いたフリーキャッシュフローであるFCEFは346億円の収⼊となり、
前年同期から175億円の増加となりました。



通期⾒通しの考え⽅をお伝えします。

⾜許の世界経済は緩やかな回復⽅向ですが、今後について決して楽観できる状況ではないと⾒てい
ます。

オフィス事業環境も引き続き厳しい状況が続くと考えており、徹底的な構造改⾰に取組んでいきます。
従前申し上げていた構造改⾰費⽤450億円は今後発⽣する⾒通しです。

したがって、今回は期初⾒通しを変更いたしません。



通期⾒通しは期初から変更いたしません。

通期の構造改⾰費⽤450億円、効果390億円の⾒通しも変更ありません。

以上で、決算概要の説明を終わります。



＜主なQ&A＞
Ｑ：リコー取り巻く事務機器業界の競争環境は？
Ａ：厳しい状況が続いているが、ディールの取捨選択を⾏うことで、利益の確保を図っている。

Ｑ：通期の増減益⾒通しで、「販売・ＭＩＸ」は-210億円だが、１Ｑでの実績は+0億円となっている。これは、
取組みとして進めている「売価適正化」や「不採算ＭＩＦ/ディールの削減」効果なのか、それとも市場要因
なのか？

Ａ：１Ｑ実績内訳として、オフィスプリンティングは「売価適正化」や「不採算ディールの削減」による価格のコントロ
ールにより、想定よりも減益幅を縮⼩することができた。加えて、商⽤印刷等では前年⽐粗利増となり、販売・
ＭＩＸは前年並となった。

Ｑ：通常、利益を重視すると数量が減るはず、施策が上⼿く進んでいるという感覚で良いか？
Ａ：そう考えている。

ローエンドのプリンタは厳しい価格競争が続いているため、ローエンドプリンタのみのディールは抑制したり、セール
スに対する評価制度を変更し始めている。また、それ以外にも、全て本社指⽰待ちではなく、利益重視の⽅
針の下に、各極販社の判断で⾏っている施策もある。

Ｑ：構造改⾰効果について、１Ｑ実績130億円の内、ＭＩＦ売却63億円を除いた67億円が今後も各四半
期に効いてくるという理解で良いか？

Ａ：概ねその通り。但し、１Ｑに⾏った施策の内、まだ効果が出ていない内容もある。今後効果が積み上がること
を⾒込んでおり、現時点まで⾏った施策での通年効果は313億円となる。

Ｑ：4⽉に北⽶で1,300名を削減したとの話があった。今回の2,400名の⼈員減に含まれているのか？
Ａ：含まれている。
































